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インターネット

今後の電子申請に向けたトレンド（後編）
～番号制度がもたらすプッシュ型行政サービスの展望～

社会保障・税番号導入後の電子申告
EABuSでは、社会保障・税番号が導入された際の電子申請のあ
り方について、以下のような検討を行いました（図２参照）。
① 所得税確定申告に必要な所得（収入）および控除に関する情報
を、確定申告期間前に各情報発生源（給与支払者、健康保険組合、
金融機関等）から国税庁に報告する。これ等の情報には「番号」
を付記し、インターネット経由で電子的に一括送信する。
② 国税庁は報告を受けた法定調書情報をバックオフィス・システ
ムで納税義務者単位に管理し、さらに確定申告のためにマイ・ポ
ータル・システムで設けられる個人化データボックスへ納税者毎
にエクスポートする。バックオフィス・システムで管理される法
定調書情報は、確定申告後の税務調査資料として利活用する。
③ 納税者はマイ・ポータルから自己の法定調書情報をe‐Taxに貼
り付け、さらにマイ・ポータルにない配偶者・扶養控除、事業所
得等を追記して確定申告を行う。
④ 国税庁はe-Taxによる申告内容を法定調書情報と照合・審査す
る。このとき、配偶者・被扶養者の「番号」を付記することにより被
扶養者の所得額確認、また生計関係情報との照合による控除対象
被扶養者要件の確認も可能である。審査済みの確定申告情報は「番
号」を付記して住民税課税のためにeLTAXに一括送信する。

当然、こうした電子申告を実現するには様々な検証と準備が必要
になりますが、海外で「記入済み税務申告」が有効に機能している
ことを考え併せると、将来の番号の利用形態として充分想定するこ
とができると考えます。
こうした仕組みで電子申告の負担が軽減されると、年末調整を廃
止し給与所得者を含め全ての納税者がe‐Taxによる確定申告に移行
することも可能になると思われます。それにより、企業（雇用者）
の年末調整業務の負担が大幅に軽減するだけでなく、住民税の算定
根拠が確定申告情報に一本化されることによる行政側の負荷軽減も
期待できます。
なお、年末調整にかかるコストは、EABuSで平成１９年から２０年
にかけて企業（人事・経理部門）６社と２市の自治体を対象にヒア
リング調査を行い、その結果を平成２０年２月の電子政府評価委員会
にて報告しました。
(http : //www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/densihyouka/kaisai_h19/dai8/8gijisidai.html)
この調査結果では、年末調整にかかる年間のコストは企業で約

２，３００億円、行政で約１４０億円と試算しました。確定申告を容易に行
える仕組みを整備し、年末調整を廃止することで、これらのコスト
が削減される可能性があると思われます。

デジタルネットワーク時代に向けて
日本を含め世界は急速にデジタルネットワーク時代に向かってお
ります。デジタルネットワーク時代においては、税理士を始めとす
る代理業の方々の業務も必然的にデジタル中心へと移行していくこ
とになると思われます。
デジタルネットワーク時代の代理業の方々の役割について、以前
カナダケベック州歳入省のルベル氏から極めて有用なヒントを頂い
たことがあります。
ケベック州歳入省では、納税者を「カスタマー」と呼び、カスタ
マーとの信頼関係の構築・維持が歳入省のもっとも重要な任務と考
えております。

我々は州の収入を担うという重要な任務を持っているが、そ
れは、ただ徴収すればいいというものではない。一番大事なも
のは信頼関係である。
市民も企業も歳入省のお客様として考え、我々は顧客との信頼
関係をいかに築くかが最も重要であると考えている。

ケベック州歳入省 副大臣 Diane Jean

同時に、税理士等の代理業を「パートナー」と呼び、納税者であ
るカスタマーとの信頼関係を醸成するキーパーソンと位置づけてい
ます。代理業は、電子税務申告の普及の上でも重要な役割を担って
おり、歳入省は代理業の意見を積極的に採り入れると共に、代理業
へ集中的に浸透プロモーションを行っています。また、代理業は一
定の税務審査権を持ち、指定されたチェックポイントによる審査を
代理業が行うことで、申告ミスの割合が２０％から１％以下にまで下
がったとも言われています。
税理士の方々は、実務の上で課税庁・納税者双方に深く接してお
られ、事実上双方にとっての重要なパートナーの立場におられま
す。税理士の方々が中心となって、共に満足のゆく効率的で確実な
電子申告を主体的に推し進められることが、わが国のデジタルネッ
トワーク社会の充実に大きく寄与すると確信しております。

NPO法人東アジア国際ビジネス支援センター
事務局長 安達和夫

１０月号に引き続きNPO法人東アジア国際ビジネスセンター(EABuS)事務局長 安達和夫様より寄稿いただいた番号制度についての記事を掲載

致します。前号では、今、話題になっているプッシュ型行政サービスの意味するところと、これが既に実施されている海外の先進事例に触れると

ともに番号制度の役割について解説いただきました。後半では想定されるデータの流れと税理士の役割に言及されています。

なお、安達代表並びに文中のルベル氏については、去る平成１８年１月本会にお出でいただき電子政府の様子とカナダ、ケベック州の電子申告事

情についてご講演いただきました。またそのお話の内容を本紙平成１８年３月１日号に収録しております。こちらの記事もぜひご参照下さい。

http : //www.tokyozeirishikai.or.jp/tax_accuntant/pdf/jyoho／２００６_３．pdf

図２ EABuSの想定する番号制度導入後の電子申告

ミニセミナー（無料）受講者募集
１１月開催日

平成２３年１１月１４日（月）午後１時～２時
◆テーマ 無料や廉価なバックアップと復元

（システムとデータ）

◆講 師 矢崎 義光(情報システム委員会委員)

１２月開催日

平成２３年１２月２日（金）午後１時～２時
◆テーマ iPhone、iPadを

税理士業務で利用する方法
◆講 師 斉藤 潤一(情報システム委員会委員)

◆注意事項、申込方法（１１月、１２月共通）

場所：東京税理士会館２階 会議室
定員：各日 先着２０名
講師：東京税理士会情報システム委員会委員
対象：本会会員、事務所職員
受講料：無料
※本会の研修受講時間に認定されます。

（申込方法）
事前申込制です。メール、お電話でお申し込みください。
■e－mail : johosystem@tokyozeirishikai.or.jp
※タイトルを「ミニセミナー申込」としてください。
（記載事項（①受講希望日、②支部、③登録番号、④氏名）
■TEL：０３－３３５６－４４６７（東京税理士会事務局業務研修課）
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